
自
ら
が
健
康
で
仕
事
も
「
国

民
に
理
解
さ
れ
、
喜
ば
れ
、
家

族
か
ら
誇
り
に
思
わ
れ
た
い
｣

多
く
の
管
理
職
員
は
こ
う
考
え

て
い
ま
す
。
し
か
し
、
私
た
ち

の
思
い
を
よ
そ
に
、
職
場
は
業

務
の
高
度
化
・
複
雑
多
様
化
が

進
行
し
、
行
政
需
要
も
増
大
し

て
い
る
に
も
関
わ
ら
ず
、
大
幅

な
定
員
削
減
が
強
行
さ
れ
、
事

務
所
や
出
張
所
の
係
長
に
多
く

の
欠
員
が
生
ま
れ
、
そ
の
代
わ

り
の
委
託
労
働
者
で
や
っ
と
業

務
が
回
る
と
い
う
、
極
め
て
脆

弱
な
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

地
方
整
備
局
で
は
、
毎
年
度

２
０
０
名
を
超
え
る
定
員
削
減

が
行
わ
れ
、
こ
の
た
め
国
民
サ

ー
ビ
ス
の
低
下
を
招
き
、
若
い

職
員
に
技
術
や
経
験
の
継
承
も

出
来
ま
せ
ん
。
ま
た
、
経
済
政

策
先
行
の
予
算
消
化
第
一
の

為
、
用
地
や
仮
設
・
工
期
な
ど

問
題
が
あ
っ
て
も
無
理
な
業
務

執
行
が
さ
れ
、
仕
事
の
手
戻
り

・
工
事
中
止
・
無
駄
・
不
要
な

業
務
執
行
を
し
て
し
ま
っ
て
い

る
場
合
も
あ
り
ま
す
。
こ
う
し

た
職
場
環
境
は
、
肉
体
的
に
も

精
神
的
に
も
職
員
を
追
い
詰

め
、
健
康
や
精
神
を
害
す
る
管

理
職
員
を
生
み
出
し
て
い
ま

す
。私

た
ち
国
土
交
通
省
管
理
職

ユ
ニ
オ
ン
は
１
９
９
８
年
の
結

成
以
来
、
管
理
職
員
と
し
て
仕

事
と
生
活
に
ふ
さ
わ
し
い
処

遇
、
退
職
後
の
生
活
の
安
心
・

安
定
、
や
り
が
い
が
あ
り
誇
り

の
持
て
る
仕
事
・
職
場
環
境
の

実
現
な
ど
を
、
管
理
職
員
の
声

を
ア
ン
ケ
ー
ト
で
ま
と
め
、
要

求
政
策
提
言
や
署
名
運
動
等
を

展
開
し
、
国
交
省
当
局
・
人
事

院
・
内
閣
人
事
局
と
の
交
渉
を

展
開
す
る
中
で
、
管
理
職
員
の

要
求
も
着
実
に
前
進
さ
せ
、
た

た
か
え
ば
取

れ
る
と
い
う

こ
と
を
実
践

し
て
き
ま
し

た
。

２
年
に
一
度
実
施
し
て
い
る

｢
管
理
職
員
等
ア
ン
ケ
ー
ト
｣

は
、
今
年
度
で
１
０
回
目
を
数

え
２
，
０
０
０
名
を
超
え
る
管

理
職
員
等
か
ら
集
約
し
ま
し

た
。
特
徴
点
と
し
て
は
、

①
業
務
執
行
に
関
し
て
、
「
増

員
し
て
欲
し
い
」
が
回
答
数
の

内
の
６
８
％
を
占
め
て
い
ま

す
。
改
善
す
べ
き
点
で
は
、「
入

札
、
発
注
業
務
の
見
直
し
」（
６

０
％
）
「
過
度
な
説
明

資
料
」

（
５
３
％
）
「
調
査
物
の
見
直

し
」
（
４
８
％
）
と
な
っ
て
い

て
「
入
札
、
発
注
業
務
の
見
直

し
」
が
改
善
点
の
１
位
に
な
っ

て
い
ま
す
。

②
職
場
環
境
・
健
康
に
関
し

て
、
心
身
の
健
康
状
態
も
約
６

０
％
の
人
が
何
ら
か
の

問
題

を
抱
え
て
い
ま
す
。
パ
ワ
ハ
ラ

で
は
現
在
も
受
け
て
い
る
人
が

３
２
人
、
周
り
で
み
た
人
が
６

１
０
人
も
あ
り
潜
在
的
な
被
害

者
は
そ
れ
以
上
の
可
能
性
が
あ

り
ま
す
。

③
職
場
要
求
に
関
し
て
、
管
理

職
特
勤
の
支
給
要
件
に
つ
い
て

は
「
緩
和
す
べ
き
」
６
４
％
と

前
回
の
４
８
％
を
上
回
り
切
実

な
要
求
と
な
っ
て
い
ま
す
。
在

宅
勤
務
で
の
支
給
に
つ
い
て

は
、
支
給
さ
れ
て
い
な
い
実
態

も
あ
り
ま
す
。

④
再
任
用
に
つ
い
て
、
再
任
用

希
望
（
２
２
％
）
が
再
就
職
希

望
（
１
４
％
）
を
上
回
っ
て
い

ま
す
が
、
再
任
用
と
同
様
に
定

年
延
長
の
希
望
も
２
２
％
あ
り

ま
す
。
ま
た
、
再
任
用
に
あ
た

っ
て
は
、
フ
ル
、
３
日
、
４
日

の
選
択
に
改
善
す
る
こ
と
を
求

め
て
い
ま
す
。

⑤
日
常
業
務
に
つ
い
て
、
「
実

務
に
追
わ
れ
て
部
下
の
援
助
、

仕
事
の
チ
ェ
ッ
ク
も
で
き
な

い
」
（
３
１
％
）
と
し
て
、
部

下
職
員
の
増
員
や
技
術
力
の
低

下
（
６
３
％
）
が
あ
る
と
し
て

い
ま
す
。

⑥
今
後
、
取
り
組
む
べ
き
課
題

と
し
て
「
仕
事
の
問
題
」
「
定

員
削
減
問
題
」「
定
年
延
長
」「
再

任
用
改
善
」
の
項
目
に
集
中

し
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
ア
ン
ケ
ー
ト
結

果
を
踏
ま
え
て
ユ
ニ
オ
ン
は
、

職
員
の
家
庭
と
健
康
を
守
る
為

に
｢
要
求
書
」
と
し
て
ま
と
め
、

当
局
に
そ
の
改
善
を
求
め
て
運

動
し
て
い
ま
す
。
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国民に喜ばれ、家族からも誇りに思われる仕事を

管理職ユニオンへの加入を訴えます
管
理
職
員
の
処
遇
と
健
康
・
家
庭
を
守
る
砦

厳
し
い
状
況
の
中

着
実
に
要
求
を
前
進

ユニオンに加入を
希望される方
下記アドレスに

｢氏名･所属｣をメー
ルください。
後ほど担当支部か

ら連絡させて頂きま
す。

k-union@alpha.
o c n . n e . j p

職
場
要
求
前
進
の
内
容

  2001年　退職前全員六級発令実現   
　2003年　退職１年前全員六級発令実現   
  2006年　管理職手当増額実現　１万円程度の増額
  2006年　管理職特別勤務手当の運用拡大
  2008年　再任用指導員ポスト新設、三級発令実現
  2011年～課長・出張所長五級定数大幅増
　2012～4年　再任用指導官ポスト新設、四級発令実現  
　2014年　各地で発生しているパワハラを減少
  2015年　深夜勤務手当の新設実現
  2016年　再任用新ポスト設置、五級発令実現
  2016年　国土地理院でフルタイム再任用実現
  2017年　三地方整備局でフルタイム再任用実現

管理職アンケートに寄せ
られた２，０００名の声
を背景に改善を要求



ユ
ニ
オ
ン
は
、
２
０
１
４
年
度

を
「
増
員
元
年
」
と
位
置
づ
け
、
今

後
の
運
動
で
「
増
員
」
を
目
指
す
こ

と
を
確
認
し
、
職
場
世
論
の
形
成
と

予
算
定
員
と
実
定
員
の
差
を
埋
め
る

事
を
重
点
と
し
て
取
り
組
み
ま
し

た
。第

１
９
回
大
会
で
は
「
こ
の
ま
ま

で
は
国
民
の
安
全
安
心
は
守
れ
な
い

ー
災
害
対
応
に
責
任
の
持
て
る
体
制

（
事
務
所
・
出
張
所
）へ
チ
ェ
ン
ジ
！

（
素
案
）」
の
増
員
政
策
を
発
表
し

ま
し
た
。
こ
れ
以
上
の
ア
ウ
ト
ソ
ー

シ
ン
グ
を
や
め
さ
せ
、
行
政
能
力
・

技
術
力
を
向
上
し
、
増
員
を
目
指
す

政
策
と
な
っ
て
い
ま
す
。

２
０
１
６
年
３
月
の
内
閣
人
事
局

と
の
意
見
交
換
で
は
、「
国
交
省
内

の
各
組
織
の
定
員
削
減
数
は
本
省
の

判
断
、
緊
急
に
対
応
す
べ
き
と
こ
ろ

は
年
度
途
中
で
も
緊
急
増
員
と
い
う

形
で
最
近
は
柔
軟
に
対
応
、
テ
ッ
ク

フ
ォ
ー
ス
は
国
民
に
増
員
が
ど
の
よ

う
な
効
果
を
生
む
か
の
説
明
が
必

要
、
災
害
の
な
い
時
の
活
動
が
説
明

で
き
れ
ば
、
増
員
の
可
能
性
は
あ

る
。」
と
し
て
い
ま
し
た
。

こ
れ
ら
の
回
答
を
受
け
２
０
１
７

年
度
の
増
員
に
向
け
テ
ッ
ク
フ
ォ
ー

ス
の
恒
常
的
な
組
織
化
、
品
確
法
に

よ
る
増
員
要
求
、
熊
本
地
震
復
興
事

務
所
の
設
置
要
求
な
ど
を
行
い
、
私

た
ち
に
有
利
な
状
況
を
つ
く
り
あ
げ

て
き
ま
し
た
。
２
０
１
７
年
度
組
織

定
員
要
求
で
は
、
緊
急
要
求
書
提
出

し
本
省
、
内
閣
人
事
局
、
上
京
団
な

ど
を
展
開
し
て
き
ま
し
た
。

再
任
用
制
度
は
「
公
的

年
金
の
支
給
開
始
年
齢
が

引
き
上
げ
が
行
わ
れ
る
こ

と
を
踏
ま
え
、
職
員
が
定

年
退
職
後
の
生
活
に
不
安

を
覚
え
る
こ
と
な
く
職

務
に
専
念
で
き
る
よ
う

雇
用
と
年
金
と
の
連
携

を
は
か
る
と
と
も
に
長
年
培
っ

た
能
力
・
経
験
を
有
効
に
発
揮

で
き
る
よ
う
」
（
人
事
院
）
平

成
２
０
０
１
（
Ｈ
１
３
）
年
度

か
ら
実
施
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

ユ
ニ
オ
ン
は
「
知
識
・
経
験

が
生
か
せ
る
仕
事
」
「
退
職
時

の
２
級
下
が
り
の
格
付
け
」
を

要
求
し
、
２
０
１
６
年
度
か
ら

は
、
１
年
以
上
の
無
年
金
状
況

が
発
生
す
る
こ
と
に
な
る
た

め
、
再
任
用
の
義
務
化
と
フ
ル

タ
イ
ム
を
要
求
し
、
交
渉
や
署

名
運
動
を
進
め
て
き
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
次
の
と
お
り
要

求
を
実
現
さ
せ
て
い
ま
す
。

２
０
１
６
年
度
か
ら
短
時
間

勤
務
で
は
管
理
職
経
験
者
の

４
、
５
級
格
付
け
が
実
現
し
４

級
以
上
に
６
３
％
が
格
付
け
さ

れ
た
た
め
、
４
級
以
上
が
２
４

％
の
他
省
庁
の
処
遇
と
比
べ
大

き
く
改
善
さ
れ
ま
し
た
。

永
年
の
ユ
ニ
オ
ン
の
運
動
に

よ
り
、
２
０
１
６
に
は
地
理
で
、

２
０
１
７
で
は
地
整
（
北
陸
・

中
部
・
近
畿
）
で
フ
ル
タ
イ
ム

が
実
現
し
ま
し
た
。

管
理
職
員
の
勤
務
時
間
外
の

手
当
支
給
に
つ
い
て
は
、
頻
繁

す
る
災
害
に
対
応
し
た
緊
急
体

制
が
続
く
中
、
災
害
時
や
深
夜

勤
務
の
手
当
支
給
も
要
求
し
て

き
た
結
果
、
人
事
院
が
｢
ユ
ニ

オ
ン
さ
ん
の
要
求
も
あ
り
｣
と

説
明
し
た
よ
う
に
国
土
交
通
省

の
管
理
職
員
の
勤
務
状
況
を
念

頭
に
置
い
た
｢
管
理
職
深
夜
勤

務
手
当
｣
が
２
０
１
５
年
４
月

よ
り
支
給
さ
れ
て
い
ま
す
。
し

か
し
、
そ
の
運
用
に
つ
い
て
国

交
省
当
局
の
理
不
尽
な
対
応
に

よ
る
在
宅
で
の
緊
急
時
対
応
の

不
支
給
の
問
題
や
運
用
の
改
善

に
つ
い
て
、
現
場
の
管
理
職
の

苦
労
に
報
い
る
よ
う
粘
り
強
く

運
動
を
行
っ
て
い
ま
す
。

・
２
０
０
３
（
Ｈ
１
５
）
年
度

希
望
す
る
事
務
所
の
勤
務

の
実
現

・
２
０
０
８
（
Ｈ
２
０
）
年
度

指
導
員
の
新
設
さ
せ
管
理

職
経
験
者
の
３
級
格
付
け

実
現

・
２
０
１
２
（
Ｈ
２
４
）
年
度

指
導
官
ポ
ス
ト
を
新
設
さ

せ
、
４
日
勤
務
の
実
現

・
２
０
１
３
（
Ｈ
２
５
）
年
度

出
張
所
勤
務
の
実
現

・
２
０
１
４
（
Ｈ
２
６
）
年
度

指
導
官
の
４
級
発
令

・
２
０
１
６
（
Ｈ
２
８
）
年
度

主
任
指
導
官
を
新
設
さ
せ
、

５
級
格
付
け
実
現
。
３
日

・
４
日
勤
務
の
選
択
も
可

能
に
。
国
土
地
理
院
で
フ

ル
タ
イ
ム
（
初
年
度
の
み
）

の
実
現

・
２
０
１
７
（
Ｈ
２
９
）
年
度

地
整
（
北

陸
・
中
部
・

近
畿
）
で
フ
ル
タ
イ
ム
実

現

フルタイム再任用の実現
地理、北陸、中部、近畿

業
務
執
行
体
制
（
組
織
の
拡
充
、

増
員
）
改
善
の
運
動

九
州
・
熊
本
復
興
事
務
所
設
置
実
現

国土交通省管理職ユニオン
結成の目的
国土交通省管理職ユニオンは、組合

員の団結により国土交通省に働く管理
職員の労働条件を改善し、その経済的
・社会的・文化的地位を守り、かつ、
向上させ、あわせて国民生活に資する
民主的な国土交通行政と、清潔で公正
な公共事業の実現を期することを目的
とし(規約 第３条）、１９９８年２月
に内外の期待の中で、建設省管理職ユ
ニオンとして結成、２００１年５月、
第４回全国大会で「国土交通省管理職
ユニオン」（略称・国交管ユニオン）と
その名を改訂しました。

管
理
職
特
別
勤
務
手
当
の

適
正
な
支
給
を
追
求

● 日本では毎年、自然災害により住民の生命・暮らし・財産が脅かされている。
● 2008年以降の毎年、全国のどこかで震度5弱以上の地震が発生。
● 首都直下型地震や南海トラフ巨大地震の発生も確実視されています。
● 2004～2013の10年間でみれば実に約97％もの市町村ではん濫等の水害が発生、53％の市町村では１０回以上。

４．管理職ユニオンがめざす国土交通省の役割

（２）日常生活での安全・安心
①都市部だけでなく地方部においても暮らしの安全・安心を向上させる

１． 国民（市民・住民への視点での）の安全・安心の向上

■自然災害などの非常時に、地域の建設業と協力して初動対応にあたる全国の
事務所・出張所の増員と機能強化を求める。

（１）地震・水害・雪害などの災害や事故などに対する住民の生命・暮らし・財産の安全・安心

●地方部ではインフラ整備がなかなか進まず、過疎化や高齢化等が社会問題
●地方部のインフラ整備と都市部とのネットワーク構築を進め、地方部の暮らしの安全・安心を向上させる役割を担う

●老朽化の状況把握や対策ノウハウを蓄積する国土交通省の役割がますます重要

②老朽化する工作物の維持・修繕

■土木技術者が少ない地方自治体の支援や連携の役割を最前線で担う事務所・出張所
の増員と機能強化を求める。

（３）環境にやさしい社会資本整備

■地域の環境を正確に把握・反映させるためには、地方の出先である事務所・出張所
の増員と機能強化
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「
増
員
政
策
」
の
一
部
抜
粋


